
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

⑤水産業 

 

■具体的な施策等 

 東北マリンサイエンス拠点の構築 

 漁船の復旧・復興 

 水産加工・流通業の復興 

 種苗生産体制の再構築 

 漁業権に関する特区制度 

 造船業の復興 

 

 

224



東北マリンサイエンス拠点の構築 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 
文部科学省 

節 （３）地域経済活動の再生 

項 ⑤水産業 作成年月 

目 

（ⅱ）さけ・ます等の種苗生産体制の再構築や藻場・

干潟等の整備、科学的知見も活かした漁場環境の

把握、適切な資源管理等により漁場・資源の回復を

図る。 

また、例えば、養殖業は生産開始から収入を得ら

れるまでに一定期間が必要である等、個々の漁業の

特性にきめ細かく対応しながら、安定した漁業経営

の実現に向け、漁船・船団の近代化・合理化の促

進、経営の共同化や生産活動の協業化を進め、漁

業の体質強化を図る。 

平成 28 年 4 月 

これまでの取組み（集中復興期間の取り組み） 

○ 平成 23 年度３次補正予算より、大学や研究機関等による復興支援のためのネットワ

ークとして「東北マリンサイエンス拠点」を形成し、東北沖における海洋生態系の調査

研究と新たな産業の創成につながる技術開発を開始。海洋生態系の調査研究につい

ては、基礎的な調査を進め、データは速報として漁業関係者に提供。調査結果が漁業

計画の策定や養殖場の設定に活用されるなど、着実に成果が利用されているところ。

新たな産業の創成につながる技術開発については、平成 23 年度にフィージビリティス

タディを実施し、特に地元からのニーズが高い研究課題（８課題）を選定。地元企業等

と連携して研究開発を推進し、効率的な海藻の生産システムを提示するなど、新産業

の創出に向け、実証的な成果を創出。このほか、東北の海洋生態系の調査を行うた

めの船舶を建造。 

○ 平成 27 年 3 月、国連防災世界会議のパブリックフォーラムとして東北マリンサイエン

ス拠点形成事業シンポジウムを、平成28年3月には国際シンポジウムを開催。新たな

漁業復興の道筋等について、外国人も交えて議論し、「東北マリンサイエンス拠点形

成事業」の必要性を広く世界に発信。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 海洋生態系の調査研究を平成 27 年度に引き続き実施し、記載した事項を着実に推

進。なお、新たな産業の創成につながる技術開発については、平成 27 年度までに事

業終了した。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 被災地の水産業復興につながる海洋生態系の調査研究について、継続して実施。

なお、新たな産業の創成につながる技術開発については、平成 27 年度までに事業終

了した。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 「海洋生態系変動メカニズムの解明」と「大学等の技術シーズをもとにした革新的な

技術開発」（平成 27 年度事業終了）を通じて、東北沖の漁場の回復と産業の復興を支

援。 
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「平成 27 年度補正予算及び平成 28 年度予算における予算措置状況」 

・東北マリンサイエンス拠点形成事業 平成 28 年度当初予算：722 百万円【復興特会】 
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漁船の復旧・復興 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 農林水産省 

節 （３） 

項 ⑤ 作成年月日 

目 （ⅰ）、（ⅱ） 平成 28 年 4 月 

これまでの取組み 

○ 被災漁業者のために漁業協同組合等が行う漁船・漁具等の建造等を支援。 

○ 漁船・漁具等の復旧を促進するため、被災地での事業説明会を実施。 

○ 平成２３年度は補助事業の交付決定前であっても４月１日以降に建造等着手し

たものは補助対象とすることとし柔軟に対応。 

○ 漁船等の復旧について、平成23年度補正予算おいて８道県に対し30,693百万

円（8，884 隻）、平成 24 年度予算において３県に対して 3,633 百万円（966 隻）、

平成 25 年度予算において３県に対して 2,741 百万円（421 隻）、平成 26 年度予

算において３県に対して 1,516 百万円（198 隻）、平成 27 年度は３県に対して

1,051百万円（41隻）を交付し、自力復旧も含めて、18,257隻を復旧（平成 28年 3

月末現在）。 

○ 漁船等の復旧に併せて、漁船・船団の近代化・合理化等による漁業の体質強

化を目指す取組として、震災前以上の収益性の確保を目指した生産体制の構築

に資する事業を行う漁協等を支援。平成 27 年度までに 46 件の計画を認定。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 被災地では共同利用漁船等の建造・導入が順次進んでおり、被災県への補助

金交付を着実に実施。 

○ 漁船・漁具等の追加の事業申請に対し速やかに交付決定。 

○ 平成 24 年度中に、水産基本計画の復旧目標（25 年度末までに１万２千隻を目

途）を達成。平成 27 年度末で福島県以外の被災県では漁船復旧のニーズを満

たしたことから、今後は、福島第 1 原子力発電所事故の影響で復旧が遅れてい

る福島県の要望を踏まえ、32 年度末までに約 2 万隻の復旧を目指す。 

○ 漁船等の復旧に併せて、漁船・船団の近代化・合理化等による漁業の体質強

化を目指す取組として、震災前以上の収益性の確保を目指した生産体制の構築

に資する事業を行う漁協等を支援。 
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中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 引き続き、原子力発電所事故の影響が残る福島県の漁船・漁具等について建

造等を支援。 

○ 引き続き、各地域に漁船・船団の近代化・合理化等による漁業の体質強化を

目指す取組を支援。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 平成 2７年度末までに再開を希望する全ての漁業者は、漁業協同組合等が導

入した漁船を利用して漁業を再開。 

○ 福島県の漁業者にあっては、現在試験操業の段階で、本格的操業に至ってい

ないことから、漁船の建造を見合わせており、これら問題が解決し、漁船漁業の

再開が希望された場合は、速やかに対応し、約 2万隻（平成 25年 8月公表の目

標）の復旧を目指す。 

○ 震災後の環境に対応した収益性の高い操業体制への転換の取組が促進され

るとともに、今後は、特に福島県等の漁業者の漁船の復旧に併せて、漁船・船団

の近代化・合理化等による漁業の体質強化を目指す取組を支援。 

平成 27 年度補正予算及び平成 28 年度予算における予算措置状況 

・共同利用漁船等復旧支援対策事業 443 百万円（平成 28 年度）【復興特会】 
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水産加工・流通業の復興 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 農林水産省 

節 （３） 

項  ⑤ 作成年月 

目 （ⅰ）、（ⅲ） 平成 28 年 4 月 

これまでの取組み 

○ 被災地における水産加工・流通業の復旧・復興に向けて、製氷施設や冷凍冷蔵施設

等共同利用施設の修繕等を支援。 

○ 水産業共同利用施設復旧支援事業及び水産業共同利用施設復旧整備等で水産業

共同利用施設の復旧を促進するため、被災地での事業説明会を実施。 

○ 補助事業の交付決定前でも 23年４月１日以降に着手したものについては、補助対象

とすることとして柔軟に対応。 

○ 平成 27年 12月末までに、岩手、宮城、福島で被災し、再開を希望する水産加工施設

（816 施設）のうち約８割（705 施設）が業務再開。 

○ 被災地の水産加工業の販路回復等のための個別指導、セミナー、商談会等の開

催、販路回復に必要な加工機器の整備等を支援。 

 

当面（今年度中）の取組み 

○ 水産加工施設等共同利用施設や機器の復旧整備等を引き続き支援。 

○ 関係省庁や地方公共団体と連携し、再開希望者からの個別具体的な要望・相談に

適切に対応。 

○ 被災地の水産加工業の販路回復等のための個別指導、セミナー、商談会等の開

催、販路回復に必要な加工機器の整備等を引き続き支援。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ ６次産業化の取組みも視野に入れ、引き続き水産加工・流通施設の復旧・復興支援

を推進。  

○ 被災地の水産加工業の復旧・復興状況を踏まえつつ、引き続き水産加工業の販路

回復等の取組等を支援。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 被災した水産加工・流通施設が水産業共同利用施設復旧整備等により業務を再開

し、被災地からの水産物の安定供給の早期実現を図る。 

 

○ 被災地の水産加工業者の販路の回復・新規開拓等に向けた取組を支援することで、

被災地の水産加工業の早期復興を目指す。 
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「平成 27 年度補正予算及び平成 28 年度予算における予算措置状況」 

・復興水産加工業等販路回復促進事業 1,802 百万円（平成 28 年度）【復興特会】 

・水産業共同利用施設復旧整備事業 3,585 百万円（平成 28 年度）【復興特会】 

（・復興交付金「水産業共同利用施設復興整備事業【復興特会】 ) 
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種苗生産体制の再構築 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 農林水産省 

節 （３） 

項 ⑤ 作成年月日 

目 （ⅱ） 平成 28 年 4 月 

これまでの取組み 

種苗生産について、平成 27 年度末までに震災前の生産能力に回復することを目 

指し、種苗生産施設の復旧等に対する支援及び被災県の種苗生産体制が整うまで

の間の他海域の種苗生産施設等からの種苗の導入等に対する支援等を実施。 

平成 27 年度末時点で、 

○ さけ・ますの種苗生産は、被災前の生産能力の約 89％まで回復。 

○ さけ・ます以外の種苗生産は、被災前の生産能力の約 95％まで回復。 

 

 

当面（今年度中）の取組み 

○ 平成 27 年度に引き続き、さけ・ます、ひらめ、あわび、うに類等の種苗生産施設

の復旧等に対する支援を行うとともに、種苗生産体制が整うまでの間、他海域の

種苗生産施設からの種苗の導入や震災の影響によるさけの来遊数の減少に対

応した支援等を実施。 

平成 28 年度末時点で、 

○ さけ・ますの種苗生産は、被災前の生産能力の約 90％まで回復。 

○ さけ・ます以外の種苗生産は、被災前の生産能力の約 95％まで回復。 

の見込み。 

 

 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 福島県５箇所、宮城県３箇所の種苗生産施設の復旧が平成 28 年度以降にず

れ込む見込みであり、引き続き、種苗生産施設の整備に対して支援する。また、

種苗生産体制が整うまでの間、他海域の種苗生産施設等からの種苗の導入等

に対する支援を継続する。 

また、平成28年度以降、震災の影響によるさけ来遊数及びあわび漁獲量の大

幅な減少が懸念されることから、引き続き、さけの来遊数の減少に対応した支援

を実施するとともに、あわび漁獲量の減少に対し支援する。 
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期待される効果・達成すべき目標 

○ さけ・ます、ひらめ、あわび、うに類等の種苗生産について被災前の生産能力に

回復させる。 

また、被災前のように、漁業者による種苗生産経費の負担により、種苗放流が

実施されるようにする。 

平成 27 年度補正予算及び平成 28 年度予算における予算措置状況 

・水産業共同利用施設復旧整備事業 3,585 百万円（平成 27 年度）【復興特会】 

・被災海域における種苗放流支援事業  1,072 百万円（平成 28 年度）【復興特会】 
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漁業権に関する特区制度 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 農林水産省 

節 （３） 

項 ⑤ 作成年月日 

目 （ⅴ） 平成 28 年 4 月 

これまでの取組み 

○ 東日本大震災復興特別区域法（平成 23 年 12 月 26 日施行。以下「特区法」とい

う。）において、漁業権に関する特区制度を創設。 

○ 平成25年４月に宮城県から漁業権に関する特区制度をその内容に含む復興推

進計画の認定申請があり、これに対し農林水産大臣が同意のうえ内閣総理大臣

が認定を行い、当該認定を受けて宮城県知事が漁業権に関する特区制度を活用

して宮城県石巻市の法人に漁業権を免許した（存続期間は平成 25 年９月１日か

ら平成 30 年８月 31 日まで）。 

 

＜漁業権に関する特区制度の概要＞ 

  地元の漁業者のみでは養殖業の再建が困難と認められるときに、県が特定区

画漁業権の免許事業を復興推進計画に定め、内閣総理大臣の認定を受けた場

合には、 

① すぐに事業を開始できる具体的な計画を有している 

② 地元漁民の生業の維持、地元雇用の創出 

③ 他の漁業との協調その他水面の総合利用に支障を及ぼすおそれがない 

等の基準を満たす地元漁民を７割以上含む法人又は地元漁民を７人以上含む

法人について、漁業法第18条の規定（優先順位の規定）の適用を除外し、第１順

位として特定区画漁業権に係る免許をすることができるものとする。 

当面（今年度中）の取組み 

○ 本制度について、必要な情報の提供、助言その他の援助を行う。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 本制度について、必要な情報の提供、助言その他の援助を行う。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 地元漁業者主体による迅速な養殖業の再開に向けた取組を支援。 

平成 27 年度補正予算及び平成 28 年度予算における予算措置状況 

－ 
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造船業の復興 

「東日本大震災からの復興の基本方針」における該当箇所 府省名 

章 ５ 復興施策 国土交通省 

 節 （３）地域経済活動の再生 

項  ⑤水産業 作成年月 

目 （ⅲ） 平成 28 年 4 月 

これまでの取組み 

○ 被災した造船関連事業者は、政府系金融機関による金融支援制度や中小企業等

復旧・復興支援補助制度の活用に係る支援等の支援制度を活用し、応急的な復旧に

より事業を再開。 

○ しかしながら、地盤沈下により船台の一部が水没したままである、あるいは、防潮堤

等の公共工事により移転を余儀なくされている等の課題を抱え、本格的な復興には

至っていない。これらの造船所の復興を支援するため、集約等により経営基盤の強

化を図る取組の支援を目的とし、平成 25 年度予算において造船業等復興支援事業

費補助金制度を創設。これまで、８件の集約化事業に対して補助金の交付決定を行

い、復興に向けた取組を推進。平成 27 年度は２件の事業が完了。 

 

当面（今年度中）の取組み 

○ 造船業等復興支援事業費補助金の交付決定を行った事業の着実な実施を推進。 

中・長期的（3 年程度）取組み 

○ 産学官連携による人材育成の取組を推進し、復興、発展を目指す。 

期待される効果・達成すべき目標 

○ 東北地方の水産業を支える、被災地域の造船業の着実な復興。 

 

平成 27 年度補正予算及び平成 28 年度予算における予算措置状況 

－ 
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